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 論文内容の要旨
 1.研究目的
 企業の多国籍化は先進国の企業より始まったが、現在ではアジアN至Esに代表される後発工業国
 の企業が海外直接投資(FD亙)を行う事も多い。対外F闘の世界におけるシェアとしては先進国
 の比重が圧倒的に高いが、対外FDIの伸び率では発展途上国が非常に高い。1990-1994年におけ
 る先進国によるFD亙の平均伸び率が9.8%であるのに対し、発展途上国によるFI)1の平均伸び率
 は41.3%である。台湾企業によるFD1は、80年代後半から著しく増加した。90年代の台湾の対外
 FDIは1952-1999年における台湾の累積対外投資額の95.8%を占める。80年代後半以降の台湾企
 業によるFDIの特徴としては、①ASEAN諸国、中国向け投資が製造業を中心に拡大したこと、
 ②米国、西ヨーロッパ諸国向け投資においては、製造業だけでなく、サービス業も拡大したことが
 挙げられる。90年代より以前には台湾のFDiに関する研究がほとんどない。今までの台湾のFI)1
 に関する先行研究の大部分は、企業レベルのアンケート調査に基づいて、台湾企業はなぜFD1を
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一 行うのか、すなわちFD亙を行う企業がどのような優位を持つのかということを検証してきた。
 しかし、それらの研究は以下のような幾つかの問題を残している。①なぜ台湾企業は特定のホス
 ト国に投資することを決めたのか?②途上国向け台湾のFDIと先進国向け台湾のF勝の立地決定
 を影響するそれぞれの要因は何か?③それらの国あるいは地域のどのような優位性が企業のFDI
 を引きつけるのであろうか?④これらは一般的な特徴であるが、各産業ごとの特徴は何か?⑤この
 ような分析結果は台湾だけの特徴か?他の国のFD1の特徴と異なるか?以上のような視点から、
 台湾企業による海外直接投資の立地決定に関する実証分析を行う。このことによって、国家特殊優
 位及び産業特殊優位により台湾の海外直接投資の立地決定のパターンについて理解することができ
 る。この研究はホスト国政府、台湾政府及び投資者に対していくつかの含意を提供することを意図
 する。また、台湾におけるFD亙の発展の経験から、他の後発国に対して有効な参考例を提供する
 ことができる可能性がある。
 2.研究方法
 ある企業が事業活動を営むにおいてその拠点をどこにするかは、その企業にとって大変重要な意
 思決定であると言える。理論的に、FDIの立地選択は相対的な収益によって決定される。一方、
 もし補完的な資産(技術、マネジメント、組織の競争力)がなければ、企業は国際生産を行わな
 い。ここでは、FDIを行う企業の利潤最大化行動の視点に基づき、台湾企業によるFDIの立地決
 定に関する要因を実証分析した。更に、台湾のFDI及び台湾産業の特性をより明らかに解明する
 ため、他の国との比較を行う。ある企業が海外進出するにあたっては、もちろん様々な要因の影響
 を受けるが、先行研究によると、FDiの決定要因は一般的にコスト要因、市場要因や投資環境な
 どに要約される。ここでは、コスト要因を代表する変数として労働コスト、インフラストラクチャー
 の質や輸送コストを用い、一方、市場要因を代表する変数として市場規模と市場成長性を用いる。
 投資環境に関しては、政治の安定性、税金の構造や心理的な距離(たとえば、言語、文化、ビジネ
 スの差異など)が先行研究によって挙げられている。先行研究と違い、ここでは、エスニック・ネ
 ヅトワークの役割も検証する。以下には、エスニック・ネットワークを始め、各変数を簡単に説明
 する。
 エスニック・ネヅ/・ワーク
 Hamilton(1991)は個人や企業間のネットワークは、アジアでの華人により支配される経済の
 中で競争力を維持するための重要な手段であると指摘している。エスニックな面での結びつきは貿
 易や投資の機会を提供するだけでなく、通常の国際ビジネス活動においても重要である(Tolellti-
 no,1993)。よって、台湾企業は現地政府、現地消費者や現地提携会社と連結するために、文化や
 言語の近い現地の華人とのネットワークを形成しようとする(Chen&Liu,1998)。
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γ コスト面の要因
 Fukushima&Kwan(1995)によると、90年代における台湾企業のアジア途上国への投資の大
 部分は、安い労働力やインフラストラクチャーの整備を含む生産要素の供給を確保するために行わ
 れた。また、Rioja(1999)は公共投入物を使うことにより私的生産要素の生産性が増加するため、
 より高品質の通信ネットワータが私企業の投資を促進することを指摘する。地理的距離は輸送コス
 トを代理していると見なすことができる。より長い距離は投資国からの輸出コストを高くし、これ
 により現地での生産がより望ましくなる。また、地理的距離は管理コストにも影響を与えると見な
 すこともできる。より長い距離は管理コストをより高くし、海外への投資を思いとどまらせる。
 1方場面の要園
 より大きな経済は企業が規模の経済性を追求することや生産要素の特化の程度を増やすことを可
 能にするため、より多様な投資機会を外国投資者に提供する。また、もし市場の成長性が高ければ、
 規模の経済がより容易に追求され、大規模生産が始められる。多くの先行研究は市場規模や市場成
 長性など市場要因がF跳とプラスの関係があることを発見した。
 具体的には、ホスト国でのエスニック人口数(エスニック・ネットワークの代理変数)・ホスト
 国と投資国の相対賃金率(労働コストの代理変数)・ホスト国での百人あたりの電話回線数(イン
 フラストラクチャーの質の代理変数)・投資国の首都からホスト国の首都までの距離(地理的な距
 離の代理変数)・ホスト国でのGDP(南場規模の代理変数)・ホスト国での経済成長率(市場成長
 性の代理変数)を説明変数とした。企業がFDiを行う場合には、一般的に調査から立ち上がるま
 でに少なくとも2-3年はかかる。従って、地理的な距離以外の変数は前3年の平均値として実証
 分析を行う。
 3論文の構成
 本論文は7章から構成されている。
 第1章序論
 本章では、研究の背景、研究の目的、研究の範囲、研究の方法や論文の構成などを説明した。
 第2章文献の再考
 本章では、海外直接投資の定義を試みると共に、海外直接投資に関する理論的な論点を整理した。
 大まかに言えば、海外直接投資とは単なる利益目的の証券や株式の取得ではなく、経営権の取得を
 目的とした投資である。FD亙は投資企業が経営効率と最大利益を追求するために、その資本・技
 術・管理技能など経営資源を海外へ移転し、海外の市場と企業を結びつけることである。また海外
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 直接投資の立地決定に関する理論については、この研究のベースになっている折衷理論やネット
 ワークアプローチの他に、国際貿易アプローチ、立地理論アプローチ、産業組織論アプローチ、取
 引コストアプローチ、プロダクト・サイクル論及び投資発展経路アプローチも概観した。要するに、
 企業が所有優位を有している場合に、供給面や需要面の観点から一層有利な生産のために外国を事
 業活動の立地として選択する。また、先進国、途上国や台湾からの多国籍企業のFD1活動に関す
 る先行研究も整理した。
 第3章台湾の対外直接投資
 本章では、台湾の対外投資の発展における背景、産業の特徴、海外直接投資の地理的な分布及び
 海外事業活動を行う動機などを述べている。台湾の対外投資は台湾の経済発展と密接な関係がある
 ので、ここでは、台湾の経済発展段階から台湾の対外投資の特徴を示した。台湾経済部工業局によ
 ると、台湾の経済発展は日本の占領が終わった時期から6つの段階に分けて分析できる。(1)1940年
 代:戦後復興期。(2)1950年代:消費財産業の発展時期。この時期に対外投資が始まった。(3)1960年
 代:軽工業の急速な成長期。初期では、東南アジア諸国が主な投資先だった。しかし、この時期に
 対外投資はあまり活発ではない。(4)1970年代:資本集約的および技術集約的産業の発展時期。輸出
 志向工業化の成功により、国際収支は輸入超過から輸出超過に転換し、外貨保有高も余裕を持つよ
 うになった。70年代以降、対外投資が増大した。投資先はアメリカが過半数を占めるようになった。
 (5)1980年代:ハイチク工業の発展時期。外貨準備が予想以上に増大しつつあった。1985年以降、日
 本の円高が追い風になっていたこと、米国からの圧力が加わったことにより、台湾ドルが1985年に
 1米ドル39.85元から1987に1米ドル28.55元に引き上げられることになった。このような背景によ
 り、1987年に外貨管理を大幅に緩和したが、これまで原則として認められなかった民間の外貨保有、
 運用が自由化され、貿易・サービス取引における制限が撤廃される。1980年代において、政府が最
 も力点を置いた経済政策は、1つにはインフラの整備とハイテク産業の育成であった。80年代後半
 の為替レートの切上げを伴った賃金の上昇により、労働集約型の製品は競争力を失う。80年代後半
 の台湾の対外投資の主な投資先は東南アジアと中国である。また、公害反対運動回避型の投資もあ
 る。(6)1990年代:産業構造転換期。台湾の対外投資については、1952年から始まったが、FD1の
 ほとんどが1990年代に行われたものである。1990年代における台湾企業のFDIは中国を中心にし
 て行われた。その割合は台湾のFD1の4割以上を占めている。これには、台湾政府が政策として
 中国への直接投資を認めないものの、第三国を経由する間接的なFD亜をiggo年代に入ってから認
 めたことが影響している。中国に続いて対外FDIの割合が2番目高いのはアメリカである。台湾
 の対外FDiの中心は投資件数、金額とも製造業である。とくに、製造業の中で電子・電機産業が
 対外投資の中心産業になる。しかしながら、投資金額においては、非製造業が4割近くあり、特に
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 金融保険業はかなりの割合を占めている。これは、製造業が海外との取引を増すにつれて、決済機
 能としての金融部門がその役割を増したためである。
 第4章立地観点から見る台湾企業による海外直接投資の決定要因
 本章では、投資先として途上国と先進国を分け、台湾企業の海外直接投資の立地決定要因を検証
 した。台湾のFDIはアメリカ、東南アジア諸国や中国に集中するため、投資先の途上国はアジア
 の途上国または地域が研究対象になる。それらは香港、シンガポール、韓国、マレーシア、タイ、
 インドネシア、フィリピン、ベトナムおよび中国である。先進国については、アメリカ、カナダ、
 イギリス、オランダ、ドイツ、フランス、スイス、オーストラリア、ニュージランドおよび日本で
 ある。途上国や先進国を分ける基準はIMFの分類標準によるものである。分析期間は1990-1999
 年である。
 アジア途上国に関する推定について、個別効果があるかどうかの検定を行ったところ、個別効果
 がなかったので、最小2乗推定法(OLS)を使って推定する。安い労働コスト、良いインフラス
 トラクチャーの整備及び地理的な距離などコスト面の要因は重要であることを示した。華人ネット
 ワークも台湾のF腿にプラスの影響があることがわかった。しかし、中国における華人数は多く、
 また台湾のアジア途上国に向け投資の大部分は中国向けであることから、推定結果はこれによって
 歪曲されている恐れがあると思われる。そこで、中国を除いて再び推定したところ、推定結果はあ
 まり変わらなかった。実証結果より、アジア向け投資は主に華人ネットワークやコスト要因から影
 響を受けることをわかった。
 先進国に関する推定についても、個別効果がないので〔)LSを使って推定する。その結果、ホス
 ト国の現地市場規模は重要な要因であることを示した。華人ネットワークも台湾のFDIにプラス
 の影響があることがわかった。しかし、アメリカにおける華人数は多く、また台湾の先進国向け投
 資の大部分はアメリカ向けであることから、推定結果はこれによって歪曲されている恐れがあると
 思われる1そこで、アメリカを除いて再び推定したところ、推定結果はあまり変わらなかった。以
 上より先進国向け投資は主に華人ネットワークや市場要因から影響を受けることを明らかにした。
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 第5章台湾の製造業企業によるアジア途上国向け海外直接投資の立地決定要因
 本章では、産業別での台湾企業による海外直接投資の立地要因を分析するものである。台湾企業
 のアジア途上国向け投資について件数の多い順番から見ると、電子・電気設備産業、食品・飲料製
 造産業、精密器械産業、プラスチック製品産業、基本金属・金属製品産業や化学産業などが70%程
 度を占める。従って、ここでは、これらの6つの産業ごとに区別してFDIの立地要因を分析する。
 分析期間は1992-1999年である。
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 電子・電気設備産業
 直接投資の1つの特徴は、資本と同時に技術やノウハウなどの企業特殊優位も移動することであ
 る。電子・電気設備産業における国際分業パターンは雁行形態から同期化したフルセット形態に変
 わってきた(木村,2002)。製品のライフサイクルはますます短縮化の傾向にあり、また、消費者
 のニーズの多様化により多品種少量生産の傾向が一層強まっている。台湾の製造業企業に関するア
 ンケートにより、多くの電子・電気設備産業の海外生産は国内生産と水平的国際分業の関係を持っ
 ている。一般には、付加価値の高い製品を台湾国内に残し、付加価値の低い製品は海外に移す。こ
 のタイプの企業の立地選択に対して生産の特化や集積により生ずる経済性が重要である。一方、近
 年、企業の多国籍化に伴い、企業レベルでの垂直的分業関係が急速に進行している。たとえば、消
 費財電子製品の企業は地理的な分散により生産工程の効率性を求める。生産の効率性を求めるた
 め、ホスト国でのネットワークとのつながりが重要であると考えられる。台湾の電子・電気設備産
 業のアジアヘの投資は中国、シンガポール、タイ、マレーシアやフィリピンなどの国に集中してい
 る。それぞれ華人数の多い国であるので、エスニックネットワークは台湾の電子・電気設備産業の
 立地決定への影響が大きいであることが示唆された。
 食湯・飲料製造産業
 食品・飲料製造産業の特徴は原材料や労働力を追求することだけでなく、現地市場の追求も!つ
 の重要な動機であることが明らかになった。主なホスト国は中国、ベトナム、タイやフィリピンな
 どである。中国では、揚子江デルタ地域が重要な食糧や商品作物の生産センターであり、海産物の
 生産基地でもある。東南沿岸地域は豊富な農産物があり、環ポウハイ湾地域は畜産経営の重要な基
 地である。ベトナムは豊富な食糧や労働力を有し、また土地の取得も容易である。タイは豊富な農
 産物や海産物を有する。台湾の食品・飲料製造企業におけるタイでの投資は主に農産物加工業や食
 品包装業である。食品業はフィリピンの重要な産業の1つである。台湾企業のフィリピンヘの投資
 は農産品や海産品の加工産業である。アンケートによると、食品業の海外事業への主な政策は母国
 企業あるいは母国企業と海外子会社の共同で決まることを多い。海外生産の管理コストを減らすた
 めに、台湾と近い国たとえば中国、ベトナムやフィリピンに集中する。食品・飲料製造産業の
 FD亙の特徴は市場への近接であり、その他、ホスト国市場の成長性も台湾企業に重要な影響を与
 えることを示した。
精密器叛産業
 精密器械産業の特徴は技術集約、資本集約、高付加価値、低汚染や長い製品のライフサイクルで
 ある。精密器械産業は市場成長性を重視することがわかった。なぜならば、精密器械製品の大部分
 は高価格であるため、主な取引先は事業所である。80年代後半以降、多くの台湾企業は対外投資を
 行ったが、それらの取引先へのアフターサービスを行うと伴に、精密器械産業の企業自身もFD亙
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 を行う。また、市場成長性の高い国では、精密器械製品を買う企業も増加している。他方、市場成
 長性が低い国の企業は費用を削減するため、新しい設備の購入を思いとどまる。精密器械産業の海
 外投資の93%は中国向けである。次は香港やベトナムである。台湾製造業のアンケートによると、
 多くの精密器械産業は製品の効率性を高めるために、海外生産と国内生産は水平的国際分業の関係
 を持っている。また、中国での投資の大部分は東南沿岸地域である(59.13%)。これは中国の東南
 沿岸地域ではサポーティング・インダストリーの整備や資本集約的産業と技術集約的産業の発展政
 策などにより、台湾企業のFD1を多く引きつけたと考えられる。
 プラスチヅク製弱屋二業
 台湾のプラスチック製品産業は中国、インドネシア、タイ、ベトナムやシンガポールに集中する。
 プラスチック製品産業の主な取引先は電子・電気設備産業であることが示唆される。なぜならば、
 電子製品や電気設備の本体は体積が小さいが、本体を守るため又は消費者が使い安いために、完成
 品の大部分を占あるのはプラスチック製品部分である。従って、プラスチック製品産業の投資パター
 ンは電子・電気設備産業の投資パターンと似ていることがわかった。
 基本金属・金属製腸産業
 基本金属・金属製品産業は一般的には資源依存産業である。原材料、労働力や広大な生産用土地
 などを必要とすることがわかった。また、天然資源を取得するため、現地ネットワークとのリンケー
 ジも重要であると思われる。アジアでの主なホスト国は中国、マレーシア、タイやインドネシアで
 ある。中国では西南と華南地域及び中部五省で豊富な金属資源や鉱物資源などがある。環ポウハイ
 湾地域は豊富な鉄鉱があるので、多く鉄鋼産業はこの地域へ投資する。また、マレーシア、タイや
 インドネシアも重要な金属資源や鉱物資源の生産地であり、そして安い労働力、土地取得の容易さ
 や華人の多さから、台湾企業のFD1を多く引きつけたと考えられる。
化学産業
 化学産業は川下の加工産業や川上の原料、半完成材料産業を含む。多量のエネルギー、広大な土
 地が必要であると思われる。台湾での労働力不足、労働賃金や土地価格の上昇、土地不足、環境保
 護意識の高揚などの原因により、多くの川下産業は海外へ移転する。アジアでの主なホスト国は中
 国、タイ、マレーシア、ベトナムやインドネシアである。その大部分は現地南場を追求するためで
 ある。中国、タイ、マレーシア、ベトナムやインドネシアは豊富な金属や鉱物資源を生産し、それ
 らの資源は化学材料産業や化学製品産業にとって重要である。また、マレーシア、ベトナム、イン
 ドネシアは石油や石炭を生産し、これらの資源は石油化学産業にとって重要である。マレーシアで
 は化学製品関連産業は主に国内市場志向である。ベトナムやインドネシアは豊富な自然資源や労働
 力を有し、化学産業などの原材料依存産業に対して適切な生産立地である。化学産業は固定投資費
 用が高いので、より大規模な市場を求めることが考えられる。また、化学産業の特徴の1つは高汚
 …
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 染産業であることであり、環境保護制限が低い国での生産を志向することが思われる。常に、これ
 らの国はたいてい低賃金国であることがわかった。
 第6章海外直接投資の立地決定に関する比較研究
 本章は2つの主題から構成される。1つはなぜ企業は特定のホスト国に投資することを決めるの
 かについて、一般的な特徴を台湾、韓国および日本の比較から検証した。それらの立地決定要因の
 特徴については全体的な動向を理解するため、アジア途上国向け投資だけでなく、先進国向け投資
 についても検証した。もう1つはなぜある特定産業における企業は特定のホスト国に投資すること
 を決めるのかについて産業ごとの特徴を台湾と日本の比較から検証した。
 投資売国について、台湾の場合は第4章と同じである。韓国の投資先国としては、台湾、シンガ
 ポール、マレーシア、タイ、インドネシア、フィリピンおよび中国の7つの途上国およびアメリカ、
 カナダ、イギリス、オランダ、ドイツ、フランス、ニュージランドおよびオーストラリアの8つの
 先進国とした。日本の投資先国としては、途上国については韓国、台湾、香港、シンガポール、マ
 レーシア、タイ、インドネシア、フィリピン、ベトナムおよび中国の10力国とし、先進国について
 はアメリカ、カナダ、イギリス、オランダ、ドイツ、フランス、スイス、スペイン、オーストラリ
 アおよびニュージランドの10力国とした。分析期間は1990-1999年である。
 検証にはOLSを用いた。その結果、アジア途上国向け投資について、韓国のケースでは、韓国
 人ネットワークは韓国のF鎌にプラスの影響があることを示した。しかし、中国での韓国人数は
 多く、また韓国のアジア途上国向け投資の大部分は中国向けであるため、推定結果はこれによって
 歪曲の恐れがあると思われる。そこで、中国を除いて再び推定したところ、推定結果はあまり変わ
 らなかった。台湾、韓国および田本のアジア途上国向けFDiは主にエスニック・ネヅトワークや
 コスト要因からの影響を受けることがわかった。
 先進国向け投資については、日本人ネットワークは日本のFDiにプラスの影響があることを示
 した。しかし、アメリカでの日本人数は多く、また日本の先進国向け投資の大部分はアメリカ向け
 であり、推定結果はこれによって歪曲の恐れがあると思われる。そこで、アメリカを除いて再び推
 定したところ、日本人ネットワークの影響がなくなった。台湾、韓国および日本の先進国での
 FDIは主にホスト国での市場要因に影響されることが明らかになった。また、台湾の先進国向け
 FDiはエスニック・ネットワーク要因からの影響を受けることがわかった。
 また、ここでは産業ごとの特徴を台湾と日本の比較から検証した。台湾と日本の産業分類は多少
 異なるので、比較の一致性をするため、電子・電気設備産業(日本では電気機械業と呼ばれる)、
 食品・飲料製造産業(日本では食料品業と呼ばれる)、基本金属・金属製品産業(日本では鉄・非
 鉄業と呼ばれる)や化学産業といった4つの産業についてそれらのアジア途上国向け投資の立地要
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 因を検証することとした。分析期間は1992-1999年である。
 電子・電気設備産業(電気機械業)について、エスニック・ネヅトワークは台湾のFDIに対し
 て重要であるが、ホスト国との地理的な距離やホスト国の市場規模は日本のF勝にとって重要で
 あることがわかった。食品・飲料製造産業(食料品業)について、ホスト国との地理的な距離やホ
 スト国の成長性は台湾のF髄にとって重要であるが、相対的に安い労働コスト、ホスト国のイン
 フラストラクチャーの整備やホスト国の市場規模は日本のFDIにとって重要であることを示した。
 基本金属・金属製品産業(鉄・非鉄業)については、エスニック・ネットワークやホスト国との地
 理的な距離は台湾のF醗にとって重要であるが、エスニック・ネットワークは日本のFDiにとっ
 て重要であることを明らかにした。化学産業については、相対的に安い労働コスト、ホスト国のイ
 ンフラストラクチャーの整備やホスト国の市場規模は台湾のF髄にとって重要であるが、エスニ
 ック・ネットワークやホスト国との地理的な距離は日本のFDIにとって重要であることが示唆さ
 れた。
 第7章結論
 分析の主な結果の1つとしては、アジア途上国向けの台湾の海外直接投資は費用削減型であり、
 先進国向けの台湾の海外直接投資は市場志向型である。この結果は先行文献によって示唆された台
 湾の海外直接投資タイプとほぼ一致していることが明らかになった。また、アジア地域における台
 湾と同じ経済発展段階での韓国や、台湾より先進の日本の海外直接投資パターンの実証結果によっ
 て、アジア途上国向けの直接投資は生産コストの引き下げが主要目的であり、先進国向けの直接投
 資は投資相手国の市場参入あるいは販路拡大が主な動機であることもわかった。要するに、アジア
 の主な投資国である台湾、韓国及び日本はともに、アジア地域では国外で生産要素を確保すること
 による生産コスト・輸出重視型のタイプの直接投資が中心である。一方、先進国での直接投資は主
 に貿易障壁回避・市場参入型と情報収集・販路拡大型の2つのタイプである。
 また、個人や企業間のネヅトワークはアジアにおいて華人により支配される経済の中で競争力を
 維持するための重要な手段であるとよく指摘されている。本研究は華人ネットワークという抽象的
 な概念を数量化する新しい手法で華人ネットワークが台湾企業による海外直接投資の立地選択へ与
 える効果を検証した。実証結果によると、華人ネットワークは台湾企業のアジア途上国への投資だ
 けでなく、先進国への投資においても重要な影響があることを示した。韓国及び日本を例とした実
 証結果においては、アジア途上国への直接投資はエスニヅク・ネットワークからの影響があること
 がわかった。しかし、これらのエスニック・ネットワークは実際に企業の海外事業活動に対してど
 のような役割を果たすのかは今後続いて探究すべき課題である。
 以上は投資国全体としての投資パターンである。しかし、そのなかでも様々な特性をもつ産業が
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v ある。それぞれの投資タイプも同じではないだろう。本研究では、産業ごとのアジア途上国での海
 外直接投資の立地選択についても検証した。資源志向型の直接投資にはホスト国での資源の取得、
 補完的な資産(技術、マネジメント、組織の競争力)の供給及び現地市場のアクセスなどが重要で
 あることがわかった。市場志向型の直接投資にはホスト国の市場規模あるいは市場成長性、社会的
 及び経済的インフラストラクチャーにかかわる設備などが重要であることを示した。効率志向型の
 直接投資は専門化及び規模の経済を使っての生産の合理化などを主な動機とすることがわかった。
 また、天然資源の取得、マーケティング・チャネルのアクセス及びより効率的な生産の追求などの
 面で、直接投資にとって現地のネヅトワークとのリンケージは重要である。その中で、エスニッ
 ク・ネットワークも一定の役割を務めることを示唆された。
 論文審査結果の要旨
 本論文は台湾の対外直接投資の投資先決定要因を分析したものである。これまで先進国からの直
 接投資の投資先決定を特徴づけてきた要因が、中進国である台湾からの直接投資について妥当か否
 か、台湾からの直接投資について指摘されている華人ネットワークの役割が統計的に検証されうる
 か否かを中心的なテーマとして取り扱っている。また投資先決定要因の産業ごとの相違、各産業の
 特徴との関係を追及している。さらに台湾と同様の地域に直接投資を行ってきた、同程度の経済発
 展段階にある韓国、より先の発展段階にある日本と比較を行い、台湾の直接投資の特徴を探って
 いる。
 直接投資全体については、対先進国投資と、対発展途上国投資とでは決定要因が異なり、対先進
 国では市場要因、対途上国では費用要因が重要であることが確認された。これは、先進国からの直
 接投資の特徴が、中進国からの直接投資についても当てはまる例が見出されたという点で意義があ
 る。華人ネットワークの役割については、対先進国、対途上国の両方において重要な役割を果たし
 ていることが見出された。これはこれまで事例研究や単年度のアンケート調査に基づく研究で指摘
 されて来たことであるが、それが、台湾の対外直接投資が活発になった時期の大部分を占める1990
 年代全般のマクロデータをもとに統計的に確認されたことに意義がある。
 産業別の分析においては、いくつかの産業につき、対発展途上国投資でありながら、市場要因が重
 要である、あるいは費用要因が重要でないなど対先進国投資の特徴に近い例が観察される、韓国・
 日本との比較研究において、エスニック・ネットワークの重要性がほぼ同程度に重要であることが
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 見出される、日本の電気・電子機器産業の対途上国直接投資について、市場要因が重要であるとい
 う、先行する時期について行われた先行研究と逆の結論となる、などの興味深い結果を提示して
 いる。
 分析手法については、投資立地決定要因の選択につきダニングの理論を基礎にし、パネル分析を
 用いた研究であり、統計的手法に基づいて結論を導く能力を示している。華人ネットワークの役割
 の尺度として、より多面的な指標を用いればさらに望ましかったが、その他の投資決定要因を捕捉
 する指標のとり方については注意が払われている。産業別の分析結果について、理論的な枠組みを
 より明確化した上での解釈が望まれるが、事実検証を行った意義が認められる。
 以上の諸点に鑑み、察櫻鈴氏は自立して研究活動を行うに必要な高度の研究能力と学識を有して
 いる事を示していると判断される。よって、本論文は、博士(国際文化)の学位論文として合格と
 認める。
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